
（様式１）
年　月　日
　　経済産業大臣　名　　殿

都道府県知事又は政令指定都市市長　名
※複数の地方公共団体が連名で申請する場合は、代表者名を記載すること

コンビナート等再生型GX戦略地域（都道府県又は政令指定都市名）　計画申請書

記
１．申請主体・担当者連絡先

主たる申請者
	申請者
	都道府県名又は
政令指定都市名
	

	
	都道府県知事又は
政令指定都市市長名
	

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
（代表・直通）
	

	
	E-Mail
	



共同申請者
	申請者
	地方公共団体又は
事業者名
	

	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
（代表・直通）
	

	
	E-Mail
	


※他の地方公共団体又は民間事業者と連名で申請する場合は、共同申請者を記載すること。複数の共同申請者が存在する場合は、上記の表を以下に追加して御記載ください。
※本申請書は計画の概要を記載するものであり、各項目の詳細及び根拠を別添資料として提出すること（様式自由）。また、本申請書の各項目の記入欄には、別添資料の該当する頁番号を必ず記載すること。
※本申請書の各記載欄は最大500文字で記載すること。

２．候補エリアの概要及びインフラ整備に関する事項

２．１　候補エリアの立地、規模及び地理的・産業的特徴【地域の全体構想】
今回申請される候補エリアの名称を御記載ください。
※候補エリア名称は当該地域名・市町村名等で構いません。（例：霞が関エリア）

	エリア①名称
	〇○エリア

	エリア②名称
	〇○エリア

	・・・
	〇○エリア


※都道府県又は政令指定都市の全体構想が複数エリアで構成される場合は、適宜記載欄を追加すること。

各エリアにおいて、GX関連事業の実施を検討している地点とその住所、GX関連事業に活用可能な面積の一覧を御記載ください。
※地図上で候補エリア全体の概観をお示しください。
	画像を添付してください
※必ず地図の縮尺をお示しください



【エリア①の概要】
	住所
	

	活用可能な面積
	ha

	用地の外縁
	用地の外縁を地図上にてお示しください。







画像を添付してください
※必ず地図の縮尺をお示しください








	地理的・産業的特徴

	当該地域の地理的・産業的特徴（これまでの用途等）を御記載ください。



· 地域内に複数の候補エリアが存在する場合は、上記の表を以下に追加して御記載ください。




２．２　ブラウンフィールドや既存インフラの活用計画【地域の全体構想】
各エリアについて、ブラウンフィールドや既存インフラの十分な活用によりGX産業創出拠点としての大規模な産業用地の整備を行う計画（土地利用転換・資産運用・その他のインフラ整備等の計画及びその時間軸、当該ブラウンフィールドの保有者を含めた関係者との調整状況等）を御記載ください。
【エリア①の概要】
	


· 地域内に複数の候補エリアが存在する場合は、上記の表を以下に追加して御記載ください。



３．競争力強化に関する事項

３．１　地域としてのGX新産業創出に向けた全体構想【地域の全体構想】

地域のブラウンフィールドを活用して実施するGX関連事業の全体概要及びその時間軸を御記載ください。各エリアでの取組概要及び時間軸を記載しつつ、都道府県又は政令指定都市全体での構想／目指すべき絵姿（関連産業や地域経済への波及を含む）についても御記載ください。本項目では、（Ⅰ）革新性、（Ⅱ）経済性／実現可能性、（Ⅲ）インパクトを兼ね備えた全体構想を評価します。
	



地域の全体構想を支えるスタートアップやカーブアウトベンチャー、その他事業者等の新規産業創出の担い手の立地件数及びその検討状況（検討段階/LOI締結済み/土地取得契約等締結済み/既に立地済み等）を御記載ください。
【エリア①】
	立地件数
	件

	事業1
	事業者名
	

	
	検討状況
	☐検討段階
☐LOI締結済み
☐土地取得契約等締結済み
☐立地済み
☐不明・未確認
☐その他 

（備考）


	事業2
	事業者名
	

	
	検討状況
	☐検討段階
☐LOI締結済み
☐土地取得契約等締結済み
☐立地済み
☐不明・未確認
☐その他

（備考）



· 複数の事業者が立地を検討している場合は、行を追加して御記載ください。

【エリア②】
	立地件数
	件

	事業1
	事業者名
	

	
	検討状況
	☐検討段階
☐LOI締結済み
☐土地取得契約等締結済み
☐立地済み
☐不明・未確認
☐その他

（備考）


	事業2
	事業者名
	

	
	検討状況
	☐検討段階
☐LOI締結済み
☐土地取得契約等締結済み
☐立地済み
☐不明・未確認
☐その他

（備考）



· 複数の事業者が立地を検討している場合は、行を追加して御記載ください。


地域全体で実施予定の事業に関する資金調達計画、必要な支援の詳細（概要、補助率・補助額、補助年数等）、補助金以外の資金調達手法の検討状況（検討段階/LOI締結済み等）、投融資の見込みのある民間金融機関等の具体名を御記載ください。OPEX支援のような複数年度支援を想定した計画の場合は、自立化の絵姿とその実現可能性について詳細に御記載ください。

	資金調達計画の概要
	· 想定される総事業費
· 必要な支援額、補助金以外の資金調達手法について、時間軸を含めて記載すること

	必要な支援①
	支援の概要
	

	
	補助率・補助額
及び補助年数
	

	
	自立化の絵姿と実現可能性
	

	必要な支援②
※適宜行を追加
	支援の概要
	

	
	補助率・補助額
及び補助年数
	

	
	自立化の絵姿と実現可能性
	

	補助金以外の
資金調達手法
	投融資の見込みのある民間金融機関等
	

	
	金額
	

	
	検討状況
	☐検討段階
☐LOI締結済み
☐不明・未確認
☐その他

（備考）






３．２　全体構想の下で実施する個別GX関連事業【個別事業】

当該地域での事業実施が見込まれている個別事業について、以下の要素を含めて御記載ください。
· 具体的な事業者名、同事業者が実施するGX関連事業の概要及び事業計画
· 活用される技術の概要及びTRL（IEA等による標準に準拠）
· 最終製品のオフテーカーとなりうる事業者及びその検討状況（検討段階/LOI締結済み/売買契約締結済み等）
· AI等の活用によるDXの推進状況やその計画及びDXによる省エネ・生産性向上等の想定効果
· 資金調達計画、必要な支援の詳細（概要、補助率・補助額、補助年数等）、補助金以外の資金調達手法の検討状況（検討段階/LOI締結済み等）、投融資の見込みのある民間金融機関等の具体名
なお、申請時点で詳細な事業コストが未確定の場合は、見込みを記載。OPEX支援のような複数年度支援を想定した計画の場合は、自立化の絵姿とその実現可能性について詳細に御記載ください。
本項目では、（Ⅰ）革新性、（Ⅱ）経済性／実現可能性、（Ⅲ）インパクトを兼ね備えた個別事業を評価します。

【エリア①】
	事業１：名称
	

	事業者名
	

	事業の概要及び
事業計画
	

	事業の詳細
	活用される技術の概要及びTRL
	

	
	オフテーカー
候補
	

	
	オフテーカーの
検討状況
	☐検討段階
☐LOI締結済み
☐売買契約等締結済み
☐不明・未確認
☐その他

（備考）


	
	DXの推進状況
または計画、
想定効果
	

	資金調達計画の概要
	· 想定される総事業費
· 必要な支援額、補助金以外の資金調達手法について、時間軸を含めて記載すること

	必要な支援①
	支援の概要
	

	
	補助率・補助額
及び補助年数
	

	
	自立化の絵姿と実現可能性
	

	必要な支援②
※適宜行を追加
	支援の概要
	

	
	補助率・補助額
及び補助年数
	

	
	自立化の絵姿と実現可能性
	

	補助金以外の
資金調達手法
	投融資の見込みのある民間金融機関等
	

	
	金額
	

	
	検討状況
	☐検討段階
☐LOI締結済み
☐不明・未確認
☐その他

（備考）


· 複数の個別事業が存在する場合は、上記の表を以下に追加して御記載ください。

【エリア②】
	事業１：名称
	

	事業者名
	

	事業の概要及び
事業計画
	

	事業の詳細
	活用される技術の概要及びTRL
	

	
	オフテーカー
候補
	

	
	オフテーカーの
検討状況
	☐検討段階
☐LOI締結済み
☐売買契約等締結済み
☐不明・未確認
☐その他

（備考）


	
	DXの推進状況
または計画、
想定効果
	

	資金調達計画の概要
	· 想定される総事業費
· 必要な支援額、補助金以外の資金調達手法について、時間軸を含めて記載すること

	必要な支援①
	支援の概要
	

	
	補助率・補助額
及び補助年数
	

	
	自立化の絵姿と実現可能性
	

	必要な支援②
※適宜行を追加
	支援の概要
	

	
	補助率・補助額
及び補助年数
	

	
	自立化の絵姿と実現可能性
	

	補助金以外の
資金調達手法
	投融資の見込みのある民間金融機関等
	

	
	金額
	

	
	検討状況
	☐検討段階
☐LOI締結済み
☐不明・未確認
☐その他

（備考）


· 複数の個別事業が存在する場合は、上記の表を以下に追加して御記載ください。


３．３　地域の全体構想及び個別事業のインパクト【地域の全体構想・個別事業】

地域の全体構想のインパクトとして、総事業費、経済波及効果、雇用創出数等を御記載ください。
	総事業費
	金額規模
	億円

	
	内訳
	

	経済波及効果
	金額規模
	億円

	
	備考
	

	雇用創出数
	人数規模
	人

	
	備考
	

	その他
	


· 経済波及効果については、各都道府県又は政令指定都市の最新の産業連関表を用いて算定すること（二次波及効果は含まない）。

個別事業のインパクトとして、総事業費、当該事業の市場規模、IRR、当該市場又は同事業者による過去の同様の事業のCAGR等を御記載ください。
【エリア①】
	事業１：名称
	

	事業者名
	

	総事業費
	金額規模
	億円

	
	備考
	

	市場規模
	金額規模
	億円

	
	備考
	

	IRR
	数値
	%

	
	備考
	

	CAGR
	数値
	%

	
	備考
	


· 地域内に複数の個別事業が存在する場合は、上記の表を以下に追加して御記載ください。

【エリア②】
	事業１：名称
	

	事業者名
	

	総事業費
	金額規模
	億円

	
	備考
	

	市場規模
	金額規模
	億円

	
	備考
	

	IRR
	数値
	%

	
	備考
	

	CAGR
	数値
	%

	
	備考
	


· 地域内に複数の個別事業が存在する場合は、上記の表を以下に追加して御記載ください。



３．４　スピード感と収益性を有する事業体制【地域の全体構想】

地域の全体構想のコーディネーター、金融機関又は投資家、インキュベーター等の具体的な事業者名、各社の役割、体制図、連携状況（意見交換段階/定例的なWGの設置/MOU締結済み/共同事業実施体制の構築等）を御記載ください。

	連携する事業者
	複数社存在する場合は、本記載欄にまとめて御記載ください。


	各社の役割
	複数社存在する場合は、本記載欄にまとめて御記載ください。


	体制図
	





体制図を示した画像を添付してください







	連携状況
	☐意見交換段階
☐定期的なワーキンググループ等の設置
☐MOU締結済み
☐共同事業実施体制の構築
☐不明・未確認
☐その他

（備考）






３．５　BCPの観点を踏まえた、持続的なサプライチェーンの構築状況【地域の全体構想・個別事業】

地域の全体構想における、BCPの観点を踏まえた持続的なサプライチェーンの構築に向けた計画を御記載ください。

	



個別事業における、BCPの観点を踏まえた持続的なサプライチェーンの構築に向けた計画をそれぞれ御記載ください。
【エリア①】
	事業1
	事業者名
	

	
	計画の内容
	

	事業2
	事業者名
	

	
	計画の内容
	


· 複数の事業者が立地を検討している場合は、行を追加して御記載ください。

【エリア②】
	事業1
	事業者名
	

	
	計画の内容
	

	事業2
	事業者名
	

	
	計画の内容
	


· 複数の事業者が立地を検討している場合は、行を追加して御記載ください。



４．脱炭素に関する事項

４．１　本取組が脱炭素化につながる根拠【地域の全体構想・個別事業】

地域の全体構想における実現前後のCO2排出量、排出削減率、新たに生み出される製品・技術による環境負荷削減効果等を御記載ください。（内容に応じて直接排出やライフサイクル全体の排出量等の合理的な算定を認める）

	脱炭素効果
	

	算定方法等の
根拠
	



個別事業における実現前後のCO2排出量、排出削減率、新たに生み出される製品・技術による環境負荷削減効果等御記載ください。
【エリア①】
	事業1
	事業者名
	

	
	脱炭素効果
	

	
	算定方法等の
根拠
	

	事業2
	事業者名
	

	
	脱炭素効果
	

	
	算定方法等の
根拠
	


· 複数の事業者が立地を検討している場合は、行を追加して御記載ください。


【エリア②】
	事業1
	事業者名
	

	
	脱炭素効果
	

	
	算定方法等の
根拠
	

	事業2
	事業者名
	

	
	脱炭素効果
	

	
	算定方法等の
根拠
	


· 複数の事業者が立地を検討している場合は、行を追加して御記載ください。


５．地域との連携等に関する事項

５．１　自治体及びステークホルダーによるコミットメント【地域の全体構想】

自治体及びステークホルダーによるコミットメントについて、自主財源を活用した地域自身の取組、用地の取得及び現物出資等、都市計画への反映、地域の雇用・人材への配慮、それぞれに関する検討状況（検討段階／公的な協議段階／意思決定済み等）を御記載ください。

	自主財源を活用した地域自身の取組
	概要
	

	
	検討状況
	☐検討段階
☐公的な協議段階
☐意思決定済み
☐不明・未確認
☐その他

（備考）


	用地の取得及び
現物出資等
	概要
	

	
	検討状況
	☐検討段階
☐公的な協議段階
☐意思決定済み
☐不明・未確認
☐その他

（備考）


	都市計画への反映
	概要
	

	
	検討状況
	☐検討段階
☐公的な協議段階
☐意思決定済み
☐不明・未確認
☐その他

（備考）


	地域の雇用・人材
への配慮
	概要
	

	
	検討状況
	☐検討段階
☐公的な協議段階
☐意思決定済み
☐不明・未確認
☐その他

（備考）


	その他
	概要
	

	
	検討状況
	☐検討段階
☐公的な協議段階
☐意思決定済み
☐不明・未確認
☐その他

（備考）






５．２　国内外の学術機関との提携や海外市場への展開に向けた計画【地域の全体構想】

本取組で提携する具体的な学術機関名や、海外市場への展開に向けた戦略及びそれを可能にする仕組みの構築計画（例：海外投資家やインキュベーターとの連携等）の検討状況（意見交換段階/MOU締結済み/共同事業実施体制の構築等）を御記載ください。

	学術機関との連携
	学術機関名
	複数存在する場合は、本記載欄にまとめて御記載ください。


	
	連携方法
	複数社存在する場合は、本記載欄にまとめて御記載ください。


	
	検討状況
	☐意見交換段階
☐MOU締結済み
☐共同事業実施体制の構築
☐不明・未確認
☐その他

（備考）


	海外市場への
展開に向けた
戦略及び仕組み
	概要
	

	
	検討状況
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2

